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の取り組み状況について



ＪＣＭＡにおける「ｉｰConstruction/情報化施工」に関する組織
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情報化施工委員会
施工現場における「情報化施工の諸課題」へ
の対応をとりまとめる。

ＩＣＴ活用戦略ＷＧ
ＩＣＴ活用の検討、提言(案)の検討

i-Construction普及ＷＧ
i-Con対応の研修・講習の実施、テキスト作成

規格検討ＷＧ
ISO15143（国際標準）に関する対応検討

定量的評価ＷＧ
情報化施工の効果検証

情報化施工普及促進委員会

人材育成（学校教育）

「情報化施工」に関する大学教育
を目的とした講義用テキストをとりま
とめる。

国土交通省

「i-Construction施工による生産性向上推進本部」

ＩＣＴ普及に向けた提案・提言・要請

〇再編に伴う過去のWG内容は i-Construction普及WGに統合

運営企画ＷＧ
委員会の運営課題を検討

施工データ利活用検討WG
施工で発生するデータの利用・
新サービス検討

平成30年度より



kajita
テキストボックス
非公開資料のため、公開用に墨塗処理してあります】



１．運営企画ＷＧ
 委員会（各WG）の体制など運営に関する議論実施（幹事会の役割）

２．ＩＣＴ活用戦略ＷＧ
 「ICT導入協議会（平成30年度）」への提言の素案とりまとめ

３．i-Construction普及ＷＧ
 JCMA認定テキスト(平成30年要領対応版)の作成
 JCMA認定講師育成のための試験の実施、既合格者向け講習会の実施

４．規格検討ＷＧ
 締固め回数管理データ、交換標準案を土木研究所資料としてとりまとめ

５．定量的評価ＷＧ → 施工データ利活用検討ＷＧ
 土木研究所及び参画会員による共同研究実施報告など【平成29年度まで】
 施工時にICTから取得できる施工データの利活用を検討【平成30年度以降】

→「ビッグデータ、ＡＩ」といった題材でも議論した。

「情報化施工委員会」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

１．ICT機器を用いた安全対策
 JCMAでは「３Ｋ→新３Ｋ」に向け、ICT機器を用いた安全対策の導入事例等の情報収集を行っている。
結果を国交省に情報提供するので、良い事例が普及するべく一緒に取り組んで欲しい。

 行政対応は「契約上の義務・制約、積算(損料 基礎価格)、技術提案の加点、工事点数の加点」が考えられ、
また、安全技術もＰＬ法など考慮すべき課題があるが、可能なものから導入を図って欲しい。

２．ICT施工に資する監督・検査の合理化
 監督職員の立会は調整・準備・一時停止が発生し工事の生産性低下の大きな要因である。ICT施工は
機・材・労の量・時間を省くことで機器費増を上回るコスト減を得ているため、施工中断の影響が大きい。

 ICT河川浚渫工のようにICT機器の施工管理データを利用することを進め、ICT機器を活かした施工を
止めない監督・検査方法を積極的に進めて欲しい。（構造物は供用後でも瑕疵担保責任がある。）

３．技術者の３Ｄリテラシー向上に向けた情報提供
 スキル不足のためICTを活かした段取り等のマネジメントが出来ないまま外注し、費用に見合う効果を得
られていないとの声を多く聞くことから、小規模な現場からアドバイザー制度等で得られた「現場条件、注
意点、段取り、効果」等の詳細・具体で３Ｄリテラシーの向上意欲をそそる情報提供が望まれる。

４．発注者内のICT教育の充実
 ICT施工の導入効果は、発注者の理解度の影響が大きい。今後、自治体を含め広く導入した際、「発注
者側から二重管理を求められ受・発注者双方の手間が増えた」等の問題発生が懸念される。これは、発
注者メリットや阻害要因の理解不足と想像されるので、監督・検査職員の講習を充実して頂きたい。

５．将来の維持管理で利用する情報の確定
 「調査設計→施工→維持管理」でICTデータを流通・活用するにはデータの互換性が望まれるが、維持
管理で利用するICTデータが不明確で、データ交換標準策定、機能実装、運用に話が進まないため、
ICT機器の利活用を前提とした「維持管理」に必要な情報を検討頂きたい。

 平成30年7月26日開催のICT導入協議会に向け、以下を業団体として提言した。



ICT機器を用いた安全対策の必要性

全産業・建設業ともに、
死亡者の絶対数は減っ
てきている

死亡者数(人)
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 関係者による安全対策の努力により、昭和の時代には死亡者数・死傷者数は大きく減少し
たが、平成に入って以降も全産業・建設業ともに死亡者数や死傷者数は減少傾向にある。

平成

死傷者数(千人)

備考：建設業労働災害防止協会ＨＰ「建設業における労働災害発生状況」掲載数値で作図

全産業

建設業 建設業

全産業

（注1：平成23年は、東日本大震災を直接の原因とする死傷者を除く）
（注2：死傷者（休業4日以上）は労災給付データによる）
（注3：平成11年以降から平成29年に続く死傷者は労働者死傷病報告による）

平成

年年



ICT機器を用いた安全対策の必要性
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 死亡者・死傷者の母数である就業者数を見てみると、全産業・建設業ともに就業者数は平
成9年をピークに減ってきている。
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備考：厚生労働省ＨＰ「建設労働関係統計資料 第4表 就業者数、雇用者数及び完全失業率」掲載数値で作図



ICT機器を用いた安全対策の必要性

就業者数(万人)

死亡者数(人)
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頭打ち?

死亡人数は減っているが、就業者個人の視点では仕事の危険性が重要な指標であり、それは
就業者数当りの死亡者数の割合が考えられる。 全産業は、ほぼ直線上に死亡者数を減らす改
善が見られる。 建設業は、全産業より高い（＝危険な）上、まだまだ改善の余地があるにも関わ
らず改善に鈍化（＝頭打ち）傾向が見られる。

個人の危険度(％)＝死亡者数／就業者数

 従来対策では危険性(Ｋ)は頭打ち。かつ、外国人労働者は言葉の壁や安全意識・常識の相
違あり。工事事故は大きな生産性低下を招くので、生産性の観点からも安全は重要。「3K→新
3K」に向け、教育ではなく自動的な安全対策が行えるICT機器を用いた安全対策が必要。
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ICT機器を用いた安全対策の必要性

就業者数(万人)

死傷者数(千人)
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 従来対策では危険性(Ｋ)は頭打ち。かつ、外国人労働者は言葉の壁や安全意識・常識の相
違あり。工事事故は大きな生産性低下を招くので、生産性の観点からも安全は重要。「3K→新
3K」に向け、教育ではなく自動的な安全対策が行えるICT機器を用いた安全対策が必要。

個人の危険度(％)＝死亡者数／就業者数
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提言「ICT機器を用いた安全対策」の必要性
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総括すると、

 これまで、建設業は「３Ｋ」が問題視され、「危険」への対策は発注者・受注者ともに
取り組んできた。

 関係者の努力で、全産業と同様に建設現場の死亡者数は平成に入って以降も減
少している。

 死亡者の総数が減っているが、必ずしも就業者にとって安全な環境を意味するも
のではない。

 就業者にとって安全な環境になっているかの傾向を見るために、死亡する確率（＝
死亡者数／就業者数）を見る。

 全産業では低い確率の上に、未だ未だ改善傾向にある。
 しかし、建設業では「頭打ち傾向」が見える。
（Ｒ2＝0.97以上という非常に高い相関係数）

 今後、外国人労働者も増えると、言葉の壁や安全意識の違いなど、従来行ってき
た安全訓練、安全対策では不十分。

 高止まり傾向のブレークスルー、外国人・新規参入者向けに、従来の安全対策にと
どまらず、近年のICT技術を活用したICT安全対策の導入が必要と考える。
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

 平成30年7月26日開催のICT導入協議会では、各業団体の提言が確認された。

 P1～4が各業団体の同様の意見・提言を集約したページ
 P5～10が６業団体の個々の意見・提言



12

「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

１．ICT機器を用いた安全対策
 JCMAでは「３Ｋ→新３Ｋ」に向け、ICT機器を用いた安全対策の導入事例等の情報収集を行っている。
結果を国交省に情報提供するので、良い事例が普及するべく一緒に取り組んで欲しい。

 行政対応は「契約上の義務・制約、積算(損料 基礎価格)、技術提案の加点、工事点数の加点」が考えられ、
また、安全技術もＰＬ法など考慮すべき課題があるが、可能なものから導入を図って欲しい。

２．ICT施工に資する監督・検査の合理化
 監督職員の立会は調整・準備・一時停止が発生し工事の生産性低下の大きな要因である。ICT施工は
機・材・労の量・時間を省くことで機器費増を上回るコスト減を得ているため、施工中断の影響が大きい。

 ICT河川浚渫工のようにICT機器の施工管理データを利用することを進め、ICT機器を活かした施工を
止めない監督・検査方法を積極的に進めて欲しい。（構造物は供用後でも瑕疵担保責任がある。）

３．技術者の３Ｄリテラシー向上に向けた情報提供
 スキル不足のためICTを活かした段取り等のマネジメントが出来ないまま外注し、費用に見合う効果を得
られていないとの声を多く聞くことから、小規模な現場からアドバイザー制度等で得られた「現場条件、注
意点、段取り、効果」等の詳細・具体で３Ｄリテラシーの向上意欲をそそる情報提供が望まれる。

４．発注者内のICT教育の充実
 ICT施工の導入効果は、発注者の理解度の影響が大きい。今後、自治体を含め広く導入した際、「発注
者側から二重管理を求められ受・発注者双方の手間が増えた」等の問題発生が懸念される。これは、発
注者メリットや阻害要因の理解不足と想像されるので、監督・検査職員の講習を充実して頂きたい。

５．将来の維持管理で利用する情報の確定
 「調査設計→施工→維持管理」でICTデータを流通・活用するにはデータの互換性が望まれるが、維持
管理で利用するICTデータが不明確で、データ交換標準策定、機能実装、運用に話が進まないため、
ICT機器の利活用を前提とした「維持管理」に必要な情報を検討頂きたい。

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下の提言に対応した資料が示
された。
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下に提言への資料が確認され
た。
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告



20

「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

国交省HP
政策・仕事>総合政策>建設施工・建設機械>安全対策

＜建設機械に関する技術指針＞

目次

Ⅰ．総論
第１章 目的
第２章 用語の定義
第３章 適用範囲
第４章 基本的事項

Ⅱ．各論
第５章 建設機械の操作方式
第６章 建設機械の排出ガス

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000009.html
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下に提言への資料が確認され
た。
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

１．ICT機器を用いた安全対策
 JCMAでは「３Ｋ→新３Ｋ」に向け、ICT機器を用いた安全対策の導入事例等の情報収集を行っている。
結果を国交省に情報提供するので、良い事例が普及するべく一緒に取り組んで欲しい。

 行政対応は「契約上の義務・制約、積算(損料 基礎価格)、技術提案の加点、工事点数の加点」が考えられ、
また、安全技術もＰＬ法など考慮すべき課題があるが、可能なものから導入を図って欲しい。

２．ICT施工に資する監督・検査の合理化
 監督職員の立会は調整・準備・一時停止が発生し工事の生産性低下の大きな要因である。ICT施工は
機・材・労の量・時間を省くことで機器費増を上回るコスト減を得ているため、施工中断の影響が大きい。

 ICT河川浚渫工のようにICT機器の施工管理データを利用することを進め、ICT機器を活かした施工を
止めない監督・検査方法を積極的に進めて欲しい。（構造物は供用後でも瑕疵担保責任がある。）

３．技術者の３Ｄリテラシー向上に向けた情報提供
 スキル不足のためICTを活かした段取り等のマネジメントが出来ないまま外注し、費用に見合う効果を得
られていないとの声を多く聞くことから、小規模な現場からアドバイザー制度等で得られた「現場条件、注
意点、段取り、効果」等の詳細・具体で３Ｄリテラシーの向上意欲をそそる情報提供が望まれる。

４．発注者内のICT教育の充実
 ICT施工の導入効果は、発注者の理解度の影響が大きい。今後、自治体を含め広く導入した際、「発注
者側から二重管理を求められ受・発注者双方の手間が増えた」等の問題発生が懸念される。これは、発
注者メリットや阻害要因の理解不足と想像されるので、監督・検査職員の講習を充実して頂きたい。

５．将来の維持管理で利用する情報の確定
 「調査設計→施工→維持管理」でICTデータを流通・活用するにはデータの互換性が望まれるが、維持
管理で利用するICTデータが不明確で、データ交換標準策定、機能実装、運用に話が進まないため、
ICT機器の利活用を前提とした「維持管理」に必要な情報を検討頂きたい。

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下の提言に対応した資料が示
された。
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下に提言への資料が確認され
た。



29

「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下に提言への資料が確認された。

（前掲の「資料－５」と同じ）
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

（前掲の「資料－５」と同じ）
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

（前掲の「資料－５」と同じ）
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

１．ICT機器を用いた安全対策
 JCMAでは「３Ｋ→新３Ｋ」に向け、ICT機器を用いた安全対策の導入事例等の情報収集を行っている。
結果を国交省に情報提供するので、良い事例が普及するべく一緒に取り組んで欲しい。

 行政対応は「契約上の義務・制約、積算(損料 基礎価格)、技術提案の加点、工事点数の加点」が考えられ、
また、安全技術もＰＬ法など考慮すべき課題があるが、可能なものから導入を図って欲しい。

２．ICT施工に資する監督・検査の合理化
 監督職員の立会は調整・準備・一時停止が発生し工事の生産性低下の大きな要因である。ICT施工は
機・材・労の量・時間を省くことで機器費増を上回るコスト減を得ているため、施工中断の影響が大きい。

 ICT河川浚渫工のようにICT機器の施工管理データを利用することを進め、ICT機器を活かした施工を
止めない監督・検査方法を積極的に進めて欲しい。（構造物は供用後でも瑕疵担保責任がある。）

３．技術者の３Ｄリテラシー向上に向けた情報提供
 スキル不足のためICTを活かした段取り等のマネジメントが出来ないまま外注し、費用に見合う効果を得
られていないとの声を多く聞くことから、小規模な現場からアドバイザー制度等で得られた「現場条件、注
意点、段取り、効果」等の詳細・具体で３Ｄリテラシーの向上意欲をそそる情報提供が望まれる。

４．発注者内のICT教育の充実
 ICT施工の導入効果は、発注者の理解度の影響が大きい。今後、自治体を含め広く導入した際、「発注
者側から二重管理を求められ受・発注者双方の手間が増えた」等の問題発生が懸念される。これは、発
注者メリットや阻害要因の理解不足と想像されるので、監督・検査職員の講習を充実して頂きたい。

５．将来の維持管理で利用する情報の確定
 「調査設計→施工→維持管理」でICTデータを流通・活用するにはデータの互換性が望まれるが、維持
管理で利用するICTデータが不明確で、データ交換標準策定、機能実装、運用に話が進まないため、
ICT機器の利活用を前提とした「維持管理」に必要な情報を検討頂きたい。

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下の提言に対応した資料が示
された。
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 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下に提言への資料が確認され
た。
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「ICT活用戦略WG」及び「i-Con施工による生産性向上推進本部」活動報告

１．ICT機器を用いた安全対策
 JCMAでは「３Ｋ→新３Ｋ」に向け、ICT機器を用いた安全対策の導入事例等の情報収集を行っている。
結果を国交省に情報提供するので、良い事例が普及するべく一緒に取り組んで欲しい。

 行政対応は「契約上の義務・制約、積算(損料 基礎価格)、技術提案の加点、工事点数の加点」が考えられ、
また、安全技術もＰＬ法など考慮すべき課題があるが、可能なものから導入を図って欲しい。

２．ICT施工に資する監督・検査の合理化
 監督職員の立会は調整・準備・一時停止が発生し工事の生産性低下の大きな要因である。ICT施工は
機・材・労の量・時間を省くことで機器費増を上回るコスト減を得ているため、施工中断の影響が大きい。

 ICT河川浚渫工のようにICT機器の施工管理データを利用することを進め、ICT機器を活かした施工を
止めない監督・検査方法を積極的に進めて欲しい。（構造物は供用後でも瑕疵担保責任がある。）

３．技術者の３Ｄリテラシー向上に向けた情報提供
 スキル不足のためICTを活かした段取り等のマネジメントが出来ないまま外注し、費用に見合う効果を得
られていないとの声を多く聞くことから、小規模な現場からアドバイザー制度等で得られた「現場条件、注
意点、段取り、効果」等の詳細・具体で３Ｄリテラシーの向上意欲をそそる情報提供が望まれる。

４．発注者内のICT教育の充実
 ICT施工の導入効果は、発注者の理解度の影響が大きい。今後、自治体を含め広く導入した際、「発注
者側から二重管理を求められ受・発注者双方の手間が増えた」等の問題発生が懸念される。これは、発
注者メリットや阻害要因の理解不足と想像されるので、監督・検査職員の講習を充実して頂きたい。

５．将来の維持管理で利用する情報の確定
 「調査設計→施工→維持管理」でICTデータを流通・活用するにはデータの互換性が望まれるが、維持
管理で利用するICTデータが不明確で、データ交換標準策定、機能実装、運用に話が進まないため、
ICT機器の利活用を前提とした「維持管理」に必要な情報を検討頂きたい。

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下の提言に対応した資料が示
された。
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１．ICT機器を用いた安全対策
 JCMAでは「３Ｋ→新３Ｋ」に向け、ICT機器を用いた安全対策の導入事例等の情報収集を行っている。
結果を国交省に情報提供するので、良い事例が普及するべく一緒に取り組んで欲しい。

 行政対応は「契約上の義務・制約、積算(損料 基礎価格)、技術提案の加点、工事点数の加点」が考えられ、
また、安全技術もＰＬ法など考慮すべき課題があるが、可能なものから導入を図って欲しい。

２．ICT施工に資する監督・検査の合理化
 監督職員の立会は調整・準備・一時停止が発生し工事の生産性低下の大きな要因である。ICT施工は
機・材・労の量・時間を省くことで機器費増を上回るコスト減を得ているため、施工中断の影響が大きい。

 ICT河川浚渫工のようにICT機器の施工管理データを利用することを進め、ICT機器を活かした施工を
止めない監督・検査方法を積極的に進めて欲しい。（構造物は供用後でも瑕疵担保責任がある。）

３．技術者の３Ｄリテラシー向上に向けた情報提供
 スキル不足のためICTを活かした段取り等のマネジメントが出来ないまま外注し、費用に見合う効果を得
られていないとの声を多く聞くことから、小規模な現場からアドバイザー制度等で得られた「現場条件、注
意点、段取り、効果」等の詳細・具体で３Ｄリテラシーの向上意欲をそそる情報提供が望まれる。

４．発注者内のICT教育の充実
 ICT施工の導入効果は、発注者の理解度の影響が大きい。今後、自治体を含め広く導入した際、「発注
者側から二重管理を求められ受・発注者双方の手間が増えた」等の問題発生が懸念される。これは、発
注者メリットや阻害要因の理解不足と想像されるので、監督・検査職員の講習を充実して頂きたい。

５．将来の維持管理で利用する情報の確定
 「調査設計→施工→維持管理」でICTデータを流通・活用するにはデータの互換性が望まれるが、維持
管理で利用するICTデータが不明確で、データ交換標準策定、機能実装、運用に話が進まないため、
ICT機器の利活用を前提とした「維持管理」に必要な情報を検討頂きたい。

 平成31年3月1日開催のICT導入協議会では、以下の提言に対応した資料が示
された。
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 ＷＧの取り組みや意見照会が反映されている。
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 ＷＧの取り組みや意見照会が反映されている。
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「i-Con普及WG」活動報告
コンセプト
 全国に向けて統一的な手法で啓発活動を行いたい。
 ＷＧ認定（ＪＣＭＡ認定）セミナーでは、誰が説明しても同一の説明を行う。

47

標準テキストを作成
 何処でも同じ資料を配布

 平成２８年度版テキスト作成 講習会にて使用
 平成２９年度改訂版 講習会にて使用
 平成３０年度改訂版 講習会にて使用

 講習講師としてテキストの理解度を確認する試験の実施
 そのためのテスト問題の作成

 講習会支援として全国の支部で協力

重点活動

説明者の育成
 誰が説明しても基本部分は同じ内容

講習会カリキュラムの立案
 主催者が異なってもコンセプトは同じ

次ページ以降で標準テキスト(平成30年度改訂版)を少し紹介する。

標準テキストは利用実態で大別し「説明者の育成用」と「講習会用(＝集約版)」の２種類あり
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基準等の名称 新規 改訂 参照先URL等

調
査
・測
量
、
設
計

1 ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案） ○ http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/uav/index.html 

1-1 UAVを用いた公共測量マニュアル（案）の概要 ○ http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/uav/index.html

1-2 公共測量におけるUAVの使用に関する安全基準（案） ○ http://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/public/uav/index.html#02

1-3 公共測量におけるUAVの使用に関する安全基準（案）の概要 ○ 〃

1-4 無人航空機（ドローン・ラジコン機等）の安全な飛行のためのガイドライン ○ 〃

1-5 無人航空機の飛行に関する許可・申請の審査要領 ○ 〃

1-6 測量調査に供する小型無人航空機を安全に運行するための手引き ○ 〃

1-7 無人航空機に係る規制の運用における解釈について ○ http://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk10_000003.html

2 工事完成図書の電子納品等要領 ○ http://www.cals-ed.go.jp/cri_point/ 

2 土木設計業務等の電子納品要領 ○ 〃

3 LandXML1.2に準じた3次元設計データ交換標準（案）Ver.1.0 ○ http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bunya/cals/des.html 

3-1 LandXML1.2に準じた3次元設計データ交換標準の運用ガイドライン（案） ○ 〃

3-2 ３次元設計データの作成方法と取り扱いに係るノウハウ集 ○ 〃

施
工

4 ICTの全面的な活用の実施方針 ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124407.pdf

5 土木工事施工管理基準（案）（出来形管理基準及び規格値） ○
http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou/pdf/280330kouji_seko
ukanrikijun01.pdf

6 土木工事数量算出要領（案） ○ http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/sr/suryo.htm 

6 施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124406.pdf

6-1 ＩＣＴバックホウの情報化施工管理要領（案） http://www.cbr.mlit.go.jp/kensetsu-ict/ict-proposal.html

6-2 ＩＣＴブルドーザの情報化施工管理要領（ＭＣＭＧ編）（案） 〃

7 土木工事共通仕様書 施工管理関係書類（帳票：出来形合否判定総括表） ○ http://www.nilim.go.jp/japanese/standard/form/index.html

8 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124402.pdf

9 レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124404.pdf

検
査

10 地方整備局土木工事検査技術基準（案） ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

11 既済部分検査技術基準（案）及び同解説 ○ 〃

12 部分払における出来高取扱方法（案） ○ 〃

13 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124403.pdf 

14 レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編） ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124405.pdf

15 工事成績評定要領の運用について ○ http://www.mlit.go.jp/tec/sekisan/sekou.html

積算基準 ＩＣＴ活用工事積算要領 ○ http://www.mlit.go.jp/common/001124408.pdf

以前のテキストは、土工のみであったので、調査・測量・設計も記載していた。

修正前

「i-Con普及WG」活動報告
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「i-Con普及WG」活動報告
平成30年度対応版のテキストでは、工種の追加への対応と共に分かり易くした。

工種 UAV LS TS その他 種別 タイトル 発刊 新/改

1 要領 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） H30.3 改定

2 監督検査 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 〃 〃

3 要領 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 〃 〃

4 監督検査 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 〃 〃

5 要領 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 〃 〃

6 監督検査 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 〃 〃

7 要領 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工事編）（案） 〃 新規

8 監督検査 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工事編）（案） 〃 〃

9 要領 TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 〃 改定

10 監督検査 TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） 〃 〃

11 要領 ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（土工事編）（案） 〃 〃

12 監督検査 ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工事編）（案） 〃 〃

13 要領 RTK-GNSSを用いた盛土の出来形管理要領（土工編）（案） 〃 〃

14 監督検査 RTK-GNSSを用いた盛土の出来形管理監督・検査要領（土工編）（案） 〃 〃

15 履歴 要領 施工履歴データによる土工の出来形管理要領（案） H28.3 継続

16 S写真 要領 ステレオ写真測量（地上移動体）を用いた土工の出来高算出要領（案） H29.3 〃

17 要領 TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領 〃 〃

18 監督検査 TS・GNSSを用いた盛土の締固め監督検査要領 〃 〃

19 要領 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） H30.3 改定

20 監督検査 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 〃 〃

21 要領 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 〃 新規

22 監督検査 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 〃 〃

23 要領 TS等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工編）（案） 〃 改定

24 監督検査 TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工編）（案） 〃 〃

25 要領 ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） 〃 〃

26 監督検査 ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） 〃 〃

27 要領 施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案） 〃 新規

28 監督検査 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案） 〃 〃

29 要領 音響測深器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案） 〃 〃

30 監督検査 音響測深機器を用いた出来形管理の監督検査要領（河川浚渫工事編）（案） 〃 〃

河川
浚渫

履歴

音響

P

○

○ ○

NP

P

TLS

移動
TLS

盛土

舗装

NP

土工

TLS

移動
TLS

GNSS

修正後



 ラップ率

点群データを求めるにはデジタル写真をステレオで撮影する必要がある。
ステレオ写真は
進行方向 ９０％以上 隣接コース ６０％以上 ラップすること

９０％以上
６０％以上

UAVの飛行速度と、
撮影間隔を決定
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レーン間隔決定

情 報 化 施 工 委 員 会
i-Construction普及WG

標準UAV出来形管理要領 《ラップ率》

UAVの飛行速度から、撮影間隔を求める
UAV写真測量等のソフトウェアを利用すると、
ラップ率はソフトウェア上で設定できるものがある。

「i-Con普及WG」活動報告
平成30年度対応版のテキストの修正箇所（追記箇所）の一例
 ラップ率は、当初の要領では90％のみであったが80％が追加されたことを反映。

修正前
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● ラップ率

点群データを求めるにはデジタル写真をステレオで撮影する必要がある。
ステレオ写真は

進行方向 ９０％ or ８０％以上 隣接コース ６０％以上 ラップすること

９０％ or ８０％以上 ６０％以上

UAVの飛行速度
と、
撮影間隔を決定

レーン間隔決定

UAVの飛行速度から、撮影間隔を求める
UAV写真測量等のソフトウェアを利用すると、
ラップ率はソフトウェア上で設定できるものがある。

８０％以上とする場合は
確認方法を
施工計画書に記載する

要領の改訂を受けた追加例

「i-Con普及WG」活動報告
平成30年度対応版のテキストの修正箇所（追記箇所）の一例
 ラップ率は、当初の要領では90％のみであったが80％が追加されたことを反映。

修正後



⑨完成検査

⑥岩線計測

⑦出来高管理

⑤ ICT建機準備

④３Ｄデータ作成

③起工測量

①適用技術、範囲決定

②施工計画書作成

⑧出来形管理

◎ ICT活用工事の出来形管理は？

出来形計測は、
工事完成後の出来形形状を把握することを目的として、
計測したデータから面データを作成し、
３D設計データと対比して出来形管理帳票を作成する。

計測方法は
UAV空中写真測量あるいはLSを利用する。

23

「i-Con普及WG」活動報告
平成30年度対応版のテキストの修正箇所（追記箇所）の一例
 ICT活用工事の出来形管理の概要説明の１枚。

修正前



情 報 化 施 工 委 員 会
i-Construction普及WG

標準

Copyright © 2018 JCMA All Rights Reserved

④３Ｄデータ作成

③起工測量

⑦出来高管理

⑨完成検査

①適用技術、範囲決定

②施工計画書作成

⑤ ICT建機施工

⑥岩線計測

◎ ICT活用工事の出来形管理は？

出来形計測は、
工事完成後の出来形形状を把握することを目的として、
計測したデータから面データを作成し、
３D設計データと対比して出来形管理帳票を作成する。

計測結果の“点群”密度は、（ＵＡＶ、ＬＳ、ＴＬＳ）
１点当り 0.01㎡（10㎝×10㎝）or
帳票作成時は“出来形評価用データ”を
１点当り １㎡（1ｍ×1ｍ）に調整する

計測技術 土工 舗装工 計測密度

ＵＡＶ空中写真 ○ ×
1点／0.01㎡

ＵＡＶ＋ＬＳ ○ ×

ＴＳ ○ ○

1点／１㎡ＴＳ（ノンプリ） ○ ○

ＲＴＫ-ＧＮＳＳ ○ ×

ＴＬＳ ○ ○
1点／0.01㎡

移動体ＬＳ 〇 〇

53

⑧出来形管理

「i-Con普及WG」活動報告
平成30年度対応版のテキストの修正箇所（追記箇所）の一例

修正後

国交省の要領を
見れば出ている
ので小さく

工種の追加と共に
適否と計測密度を
表で分かり易く



「i-Con普及WG」活動報告
 WG活動には、WG委員のみならず、WG委員所属企業のメンバーの協力も必要である。
 説明者の育成として、理解度確認試験を実施し、合格者には認定証を発行している。な

お、現時点、受験者はJCMA会員企業のみ（実質的にJCMA情報化施工委員会に参加して
いる企業のみ）に限定しているが、受験者個人はi-Con普及WGに所属していなくても良い。
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本部・ＷＧより
講習会関係の情報

提供〇〇社 講師認定者

講師
リーダ

ＷＧ情報の展開について体制構築
i-Construction講師リーダーの配置



「i-Con普及WG」活動報告
 テキスト作成のため、「i-Con普及講習テキスト編集サブWG」を５回（臨時を含む）開催した。
 普及ＷＧは３回開催した。
 試験結果の合否判定のため、試験後に都度、合否判定会議を開催した。

55

【現在、検討中の事項】
① 試験・認定証の有料化

 試験立会者の交通費は、現在、全て立会者の所属企業が持ち出ししている状況であ
り、その改善を図りたい。

② 認定者が新しいテキストの受講方法にテレビ会議システムを利用する

 講師と受講者の双方の「労力、時間、コスト低減」に向けた取り組み。

 i-Con理解度確認試験の受験者数およびマスター認定者数は、以下の通りである。
 平成29年度までの認定者については、新テキスト（H30対応版)で講習会を実施した。

①平成29年度まで ②平成30年 4月～12月末まで
・本部実施 ：117名（内、マスター102名） ／ 53名（内、マスター 39名）
・東北支部実施： 12名（内、マスター 7名）
・九州支部実施： 14名（内、マスター 13名） ／ 実施済み（未集計）
・中国支部実施： 29名（内、マスター 17名） ／ 45名（内、マスター 28名）
・中部支部実施： 24名（内、マスター 21名）
・各企業実施 ：196名（内、マスター167名） ／ 33名（内、マスター 16名）（未集計あり）
⇒ 小計 392名（内、マスター327名） ／ 131名（内、マスター 83名）

⇒ 2018年12月までの合計 523名(内、マスター410名)



「i-Con普及WG」活動報告

56

 全国で地整等と協働で、受注者・発注者を対象としたICT実機の講習会を実施している。
 関東地方では、関東地整や日測工と協働で、ICT施工の未経験者・初心者の自治体職員

や受注者向けのICT施工体験実習を実施している。
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「i-Con普及WG」活動報告
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 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。
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「i-Con普及WG」活動報告

58

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。
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「i-Con普及WG」活動報告
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 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。
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「i-Con普及WG」活動報告

60

国
土

交
通

省
関

東
地

方
整

備
局

建
設

技
術

展
示

館
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
よ

り

 地整等と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。



「i-Con普及WG」活動報告

61

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。
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次ページ以降にアンケート調査結果を掲載



「i-Con普及WG」活動報告

62

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/07/24＠栃木県



「i-Con普及WG」活動報告

63

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/07/24＠栃木県



「i-Con普及WG」活動報告

64

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/07/24＠栃木県



「i-Con普及WG」活動報告

65

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/07/24＠栃木県



「i-Con普及WG」活動報告
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 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/07/24＠栃木県



「i-Con普及WG」活動報告

67

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/07/24＠栃木県



「i-Con普及WG」活動報告

68

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/07/24＠栃木県



「i-Con普及WG」活動報告

69

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/10/23＠茨城県



「i-Con普及WG」活動報告

70

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/10/23＠茨城県



「i-Con普及WG」活動報告

71

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/10/23＠茨城県



「i-Con普及WG」活動報告

72

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/10/23＠茨城県



「i-Con普及WG」活動報告

73

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/10/23＠茨城県



「i-Con普及WG」活動報告

74

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/10/23＠茨城県



「i-Con普及WG」活動報告

75

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/10/23＠茨城県



「i-Con普及WG」活動報告

76

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/12/05＠千葉県



「i-Con普及WG」活動報告

77

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/12/05＠千葉県



「i-Con普及WG」活動報告

78

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/12/05＠千葉県



「i-Con普及WG」活動報告

79

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/12/05＠千葉県



「i-Con普及WG」活動報告

80

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/12/05＠千葉県



「i-Con普及WG」活動報告

81

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/12/05＠千葉県



「i-Con普及WG」活動報告

82

 地整や日測工と協働で、発注者・受注者向けのICT施工体験実習を実施している。

18/12/05＠千葉県



「規格検討普及WG」活動報告

83

 過年度はTS・GNSS盛土締固め管理データ交換標準について意見交換を実施した。
 データ交換標準は、土木研究所資料として公表。
 平成32年度から現場での運用できる体制を整える。



「規格検討WG」活動報告

84

 TS・GNSS盛土締固め管理データ交換標準について、意見照会・意見交換で協力した。
 ISO15143-4に関連して、背景図（地形データ）を議論。

現場施工のデータ取得ができる環境を整備

○施工管理ソフトウェアをデータ交換仕様書への
対応を働きかける。

○加速度応答への対応を実施。

○背景図の交換方法

○土工（盛土）・舗装工事から、データ取得できる
環境整備を実施。

〇他工種でのデータ交換標準検討

建設機械 発注者受注者

建設機械から
のデータ出力

施工管理ソフト
による確認

発注者への
データ提出

監督・検査ツー
ルによる確認

※実装標準案の
適用範囲

施工データの
入力

 

 

XML 

 

JPG 

A-1ブロック

の背景図面 

A-1_m.jpg 

背景図面名のファイル名 

・施工箇所名（略号） + “_m” + 拡張子（.jpg） 

・A-1ブロックの背景図面の場合は、 

“A-1_m.jpg”となる。 

A-1ブロック

1層目 

盛土締固め管理データのファイル名 

・施工箇所名（略号） + 層番号 + 拡張子（.xml） 

A-1_001.xml 

 

XML 

A-1ブロック

2層目 

A-1_002.xml 

 

XML ・・・ 

盛土締固め管理データの 

ファイル名との対応関係 

 

ISO15143-4と関連させ
て整理する。



85

 ＷＧの取り組みや意見照会が反映されている。

「規格検討WG」活動報告
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「規格検討WG」活動報告



「規格検討WG」活動報告

87

 土研が取り組んできた地盤改良工のデータ交換標準について、意見交換等で協力した。

【地盤改良工のデータ交換標準における修正内容】
 盛土工、地盤改良工、舗装工の複数の工種を取り扱うため、データ項目ごとにドメインを明確化して整理した。
 データの参照や対比がわかるよう、各要素、各サブクラス単位でID項目を追加した。
 各要素、各サブクラス単位で注釈の項目を追加した。
 「LandXML1.2に準じた3次元設計データ交換標準（案）」や「TSによる出来形管理に用いる施工管理データ交換標準」

などを参考に、全ての要素をグローバル化した。これにより、本スキーマ内だけでなく、外部スキーマからも参照して、ク
ラスの再利用が可能となる。

 データの繰返しが発生する場合は、データ要素をサブクラス化し、繰り返し構造を持つようにした。
 ファイル管理に必要となるデータ項目を整理し、ルート要素に追加した。



「定量評価WG」【H29(2017)年度で活動終了】
 情報化施工の効果を定量的に評価する。（平成29年度でＷＧは終了）

同一施工条件にて施工
マシンコントロールOFF マシンコントロールON

施工時間・仕上がり高さ検測回数
出来形・平坦性・地盤反力係数

オペレータ心拍数・オペレータ視線
などを比較

仕上がり高さ検測回数結果例実作業時間計測結果例

① 作業時間の短縮，仕上がり高さ検測回数の削減，出来形バラツキ改善，効果は非熟練オペレータの方が高い．
② 非熟練者にMC施工を導入した場合，ほぼ熟練者並に作業できる可能性があることがわかった．
③ 施工中のオペレータ心拍数が低下しており，オペレータ負担を低減できる可能性があることがわかった．
④ ブレード近傍注視時間割合が減少しており，より安全な施工ができる可能性があることがわかった．

従来施工 MC施工 従来施工 MC施工 従来施工 MC施工

実作業時間 0:56:59 0:51:19 1:42:07 1:04:10 1:17:09 0:55:47

0:00:00

0:14:24

0:28:48

0:43:12

0:57:36

1:12:00

1:26:24

1:40:48

1:55:12

作
業
時
間

10.0%短縮

37.2%短縮
27.7%短縮

非熟練者平均熟練者平均 全員平均

0

50

100

150

200

250

300

-0.06 -0.04 -0.02 0 0.02 0.04 0.06

設計面からの差(m)

従来施工

情報化施工

標準偏差

従来施工 ：0.024

情報化施工：0.013

全体

計測結果例

従来施工 MC施工 従来施工 MC施工 従来施工 MC施工

3.50 2.25 5.33 2.17 4.50 2.25

0

1

2

3

4

5

6

仕
上
が
り
高
さ
計
測
回
数

35.7%短縮 59.4%短縮 50.0%短縮

非熟練者平均熟練者平均 全員平均

出来形バラツキ計測結果例

土木研究所とWG参画企業から希望があった5社と共同研究を締結し，研究を実施した（H27～H28年度）

上記、共同研究に関する成果報告会（５月１８日）を開催、ＪＣＭＡシンポジウムにて成果発表した。 88



「施工データ利活用WG」活動報告【H30(2018)年度より】

89

 i-constructionで実施することがうたわれているオープンデータ化に向けて、3次元データだ
けにとどまらず、今後の施工に関するデータの収集・利活用を目的に、協会関係者間での意
見交換を実施する。

i-constructionでは、
建設生産プロセスの

ビックデータ化→
オープンデータ化が

うたわれている



90

 国総研の研究に対して、意見交換等で協力した。

「施工データ利活用WG」活動報告【H30(2018)年度より】
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「施工データ利活用WG」活動報告【H30(2018)年度より】
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「施工データ利活用WG」活動報告【H30(2018)年度より】
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「施工データ利活用WG」活動報告【H30(2018)年度より】
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 高専において「社会実装教育」が取り組まれており、全国の高専(参加校)の学生
らの研究成果はコンテスト形式で発表・表彰されている。

高専支援「建設現場実装プロジェクト」

ニーズの把握
機器等の確認

サービスの考案
ロボット等の開発・改良
実証評価の方法・テーマ等の検討

学内（研究室以外
の空間を含む）で
の実証評価

学外（または学外
の者の協力によ
る）実証評価

Step1 Step2 Step3 Step4

フィードバックと改善の継続

(２)社会実装教育フォーラム(平成30年度)の流れとスケジュール

全参加チーム

ファースト・プレゼン

ショート・オーラル発表
ポスター発表

ファイナル・プレゼン

ファイナル発表

表彰チーム

一次審査

フ
ォ
ー
ラ
ム
最
終
報
告
会 二次審査

日程 時刻 実施内容

3/1
(金)

13:00～ 開会式

13:15～ ショート・オーラル発表
14:35～ ポスター発表
16:05～ PROG講評
17:00 解散

3/2
(土)

8:30～ 受付開始

9:00～ ファイナル進出チーム発表

9:10～ ファイナル発表
11:00～ 特別講演会

11:55～ 表彰式・講評／閉会式

(１)社会実装教育のプロセス
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高専支援「建設現場実装プロジェクト」



 JCMAは建設現場実装プロジェクト支援委員会を設置し、国交省や(一財)先端建
設技術センターと協力して高専の取り組みの建設分野を支援している。

高専支援「建設現場実装プロジェクト」

(２)支援手続きフロー

(１)支援委員会の構成

フォーラム 2019/ 3/ 1(金)～ 2(土)

委員会メンバーにて確認
（メールによる確認を想定）

高専サイド 支援委員会サイド

募集→参加申込→計画書提出

支援委員会へ建設関係分野
の課題・学校名等報告 事務局

学校（所在地）確認
支援金額計算

課題の確認

コンテスト形式の発表の審査

寄附
(建設系参加者の交通費)

10月末

11月末

12月末

２

委 員 長 北海道大学 教授 高野 伸栄
委員(学) 東京大学 名誉教授 佐藤 知正
委員(学) 立命館大学 教授 小林 泰三
委員(学) 東京工業高等専門学校 教授 多羅尾 進
委員(官) 国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課
委員(産) 一般財団法人 先端建設技術センター
委員(産) 一般社団法人 日本建設機械施工協会

１
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 全国の高専から2017年度は50チーム、2018年度は70チームの学生が参加・発表
し、幅広い取り組みテーマで受賞している。（下表の受賞結果は2017年度）

高専支援「建設現場実装プロジェクト」

受賞 高専名 チーム名 取り組みテーマ

社会実装大賞 東京高専 東京09 無給電電力センサを用いた操業監視と省エネ対策

社会実装賞
(構想)

東京高専 東京07 ＩｏＴを活用した学校環境可視化システムの開発

東京高専 東京11 土壌汚染の見える化への挑戦

社会実装賞
(要素技術・ハードウェア)

東京高専 東京02 悪路走破用車椅子の開発

社会実装賞
(要素技術・ソフトウェア)

阿南高専 阿南03 スマートフォンを用いた救急救命支援システムの開発

北九州高専 北九州02 注射薬自動読み取り装置の開発

社会インフラ用ロボット賞
(建設現場実装プロジェクト)

小山高専 小山01 赤外線サーモグラフィーを利用した壁面欠陥検出システムの開発

三菱電機ロボット技術賞 東京高専 東京11 土壌汚染の見える化への挑戦

安川電機ロボティクス
ヒューマンアシスト賞

阿南高専 阿南03 スマートフォンを用いた救急救命支援システムの開発

構想賞
沼津高専 沼津01 橋梁下面における作業員負荷軽減を目的としたロボットユニットの開発

沖縄高専 沖縄02 路面の状態による車椅子の操作性と利用者への影響調査

要素技術賞
(ハードウェア)

一関高専 一関02 原子炉建屋内部の状況調査を目的とした廃炉作業移動ロボットの開発

舞鶴高専 舞鶴01 原子炉建屋内での作業を想定したロボットの製作

要素技術賞
(ソフトウェア)

宇部高専 宇部01 オンライン上で入出庫・ポイントの管理ができる駐車場管理システム

久留米高専 久留米01 視覚障がい者が実行できるプログラミング教材の開発

社会実験賞

鶴岡高専 鶴岡01 抗菌性と美味しさの差別化を追求した環境循環型くん製ウッドの開発

呉高専 呉01 特別支援学校や企業と連携して肢体支持器具を創る喜び

阿南高専 阿南01 ため池の水位見張り番の開発

ポスターピア・レビュー賞 東京高専 東京07 ＩｏＴを活用した学校環境可視化システムの開発 98



 建設系に、2017年度は６校11チームが、2018年度は14チームが参加した。
 現場実装に向け、2017年度は企業５社と１自治体が７チームに協力した(下表)。
 協力希望がある場合、JCMAへ一報願います。

高専支援「建設現場実装プロジェクト」

高専名/チーム名 連携業者名 技術開発テーマ

函館高専 函館０１ (株)玉川組 除雪作業の負担軽減を目的とした除雪ロボットの開発

函館高専 函館０２ (株)玉川組 高圧部へ火山礫を投入し搬送する装置の開発

一関高専 一関０５ (株)佐原 ステンドグラスを用いた二重窓ガラスの断熱性能について

一関高専 一関０６ 一関市 橋梁の交通量の計測センサの開発

小山高専 小山０１
赤外線サーモグラフィーを利用した壁面欠陥検出システムの開
発

東京高専 東京０３
日本ロード・
メンテナンス(株)

ロードコーンのハンドリングに関する一考察

東京高専 東京０６ 応力聴診器を用いたボルト締結体の緩み検出技術の検討

東京高専 東京１１ 土壌汚染を見える化する挑戦

長野高専 長野０１ (株)守谷商会 建設現場で利用可能な気象観測ロボットの開発

長野高専 長野０３
街路整備に向けたアイトラッキングによる歩行空間評価手法の
開発

沼津高専 沼津０１ 中村建設(株)
橋梁下面における作業員負荷軽減を目的としたロボットユニット
の開発 99
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高専支援「建設現場実装プロジェクト」



 国交省では、ICT導入効果を高めるため工事全体の生産性向上に向け「人力施
工の改善」に取り組んでいる。

JCMA研究開発助成制度

101
(国交省HPより)

2018年3月26日開催
「ICT導入協議会」資料



JCMA研究開発助成制度
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JCMA研究開発助成制度
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JCMA研究開発助成制度
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JCMA研究開発助成制度

105

(国交省HPより)



JCMA研究開発助成制度
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JCMA研究開発助成制度

10
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(国交省HPより)



 国交省では、ICT導入効果を高めるため工事全体の生産性向上に向け「人力施
工の改善」に取り組んでいる。

JCMA研究開発助成制度

108
(国交省HPより)

2018年7月26日開催
「ICT導入協議会」資料



JCMA研究開発助成制度
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JCMA研究開発助成制度

110(国交省HPより)



JCMA研究開発助成制度
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 JCMAでは、毎年、上限200万円の研究開発助成のテーマ募集を行っている。
 平成30年度の応募は５件あり、全て大学であった。
 生産性向上に向け昨年度と同じ「特定テーマ」と設定したが応募が無かった。
 次年度は大学の研究寄りのテーマになる可能性がある。
 本特定テーマに応募意欲があれば、7月前に一報頂きたい。【注：当確ではない】

JCMA研究開発助成制度

【平成30年度 (一社)日本建設機械施工協会 研究開発助成 実施要綱の一部抜粋】

２．研究開発助成の対象
建設機械又は建設施工（施工に伴う調査を含む）に関する技術開発若しくは研究であって、
以下のいずれかをその目的として、新規性・必要性・発展性が高いと判断されるものを助成の
対象とします。

①施工の合理化・生産性向上
②施工の品質管理
③建設工事における安全対策
④建設工事における環境保全
⑤災害からの復旧及び防災
⑥社会資本の維持管理・保全技術の向上又は合理化
⑦その他建設機械又は建設施工に関する技術等の向上と普及

また、特定テーマと一般テーマを設定します。
今年度の特定テーマは「小規模な人力施工の機械化」とします。
（一般テーマは、特定テーマ以外のものです。） 112




